
村上市小規模工事契約希望者登録申請書 

令和   年   月   日 

村上市長     様 
 

村上市が発注する小規模工事等契約について登録を申請します。 

 

住所又は所在地 

〒 
 

村上市 

フリガナ  使用印鑑 

商号又は名称  

 

 

 

フリガナ   

代表者職・氏名  

電話番号 －    － 

FAX番号 －    － 

※ 使用印鑑は、見積書、契約書、請求書等に使用することとなるものです。法人の場合は代表取締印（登録印）

を、個人事業者の場合は原則として実印を使用するものとしますが、それ以外の印鑑を使用する場合は、ゴム印

等の変形しやすいものや、三文判は使用しないで下さい。 

 

◎希望業種 （希望する業種の希望欄に○をつけて下さい。） 

希望欄 業 種 資格・免許等の名称 経験年数 

 土木   

 建築   

 大工   

 左官・タイル・ 

れんが・ブロック 
  

 石   

 屋根   

 電気   

 管   

 鋼構造物・板金   

 ガラス   

 塗装・防水   

 内装   

 木製建具   

 その他の建具   

 

◎ 工事実績表（この裏面） 

 

◎ [添付書類] ① 希望する業種を履行するために必要な資格・免許等を有することを証明          

            する書類の写し（各 1部）    

② 市税の納税証明書（1部） 

  ③ 暴力団等の排除に関する誓約書（１部）

※ 番号 



工事実績表（主だったものを業種別に記載してください。） 

 

 

（業種             ） 

工 事 名 工事（作業）期間 工事（請負）額 

   年   月～   年   月 万円 

   年   月～   年   月 万円 

 

（業種             ） 

工 事 名 工事（作業）期間 工事（請負）額 

   年   月～   年   月 万円 

   年   月～   年   月 万円 

 

 

（業種             ） 

工 事 名 工事（作業）期間 工事（請負）額 

   年   月～   年   月 万円 

   年   月～   年   月 万円 

 

（業種             ） 

工 事 名 工事（作業）期間 工事（請負）額 

   年   月～   年   月 万円 

   年   月～   年   月 万円 

 

（業種             ） 

工 事 名 工事（作業）期間 工事（請負）額 

   年   月～   年   月 万円 

   年   月～   年   月 万円 

 

（業種             ） 

工 事 名 工事（作業）期間 工事（請負）額 

   年   月～   年   月 万円 

   年   月～   年   月 万円 

 

（業種             ） 

工 事 名 工事（作業）期間 工事（請負）額 

   年   月～   年   月 万円 

   年   月～   年   月 万円 

 

 

 

 



 

 

 

暴力団等の排除に関する誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

 村上市長   様 

 

住所（所在地） 

商号又は名称 

代表者職・氏名                印 

 

私は、次の事項について、いずれにも該当しないことを誓約いたします。 

また、次の事項に該当することとなった場合には、速やかに届け出るとともに、参加資 

格の取消しなど、市の行う一切の措置について異議申立てを行いません。 

 

 

１ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が経営に実質的に関与して

いると認められる者 

 

２ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、 

暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者 

 

３ 暴力団員であると認められる者 

 

４ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に 

暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 

５ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

 

６ 法人であって、その役員（その支店又は営業所の代表者を含む。キにおいて同じ。）が、 

自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、 

暴力団又は暴力団員を利用していると認められるもの 

 

７ 法人であって、その役員のうちに３から５までのいずれかに該当する者があるもの 

 

【共通様式４】 


